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不動産登記令（平成１６年政令第３７９号）第２７条の規定に基づき、不動産登記規則の⼀部

を改正する省令を次のように定める。 

 

平成２９年４⽉１７⽇ 

                            法務⼤⾂ ⾦⽥勝年 

 

 

不動産登記規則の⼀部を改正する省令 

不動産登記規則（平成１７年法務省令第１８号）の⼀部を次のように改正する。（抜粋） 

 

第五章の次に次の⼀章を加える。 

第六章 法定相続情報 

（法定相続情報⼀覧図） 

第２４７条 表題部所有者、登記名義⼈⼜はその他の者について相続が開始した場合において、

 当該相続に起因する登記その他の⼿続のために必要があるときは、その相続⼈（第３項第⼆

 号に掲げる書⾯の記載により確認することができる者に限る。以下本条において同じ。）⼜

 は当該相続⼈の地位を相続により承継した者は、被相続⼈の本籍地若しくは最後の住所地、

 申出⼈の住所地⼜は被相続⼈を表題部所有者若しくは所有権の登記名義⼈とする不動産の

 所在地を管轄する登記所の登記官に対し、法定相続情報（次の各号に掲げる情報をいう。以

 下同じ。）を記載した書⾯（以下「法定相続情報⼀覧図」という。）の保管及び法定相続情報

 ⼀覧図の写しの交付の申出をすることができる。 

 ⼀ 被相続⼈の⽒名、⽣年⽉⽇、最後の住所及び死亡の年⽉⽇ 

 ⼆ 相続開始の時における同順位の相続⼈の⽒名、⽣年⽉⽇及び被相続⼈との続柄 

２ 前項の申出は、次に掲げる事項を内容とする申出書を登記所に提供してしなければならな

 い。 

 ⼀ 申出⼈の⽒名、住所、連絡先及び被相続⼈との続柄 

 ⼆ 代理⼈（申出⼈の法定代理⼈⼜はその委任による代理⼈にあってはその親族若しくは⼾

   籍法（昭和２２年法律第２２４号）第１０条の２第３項に掲げる者に限る。以下本条に

   おいて同じ。）によって申出をするときは、当該代理⼈の⽒名⼜は名称、住所及び連絡 

   先並びに代理⼈が法⼈であるときはその代表者の⽒名 

 三 利⽤⽬的 



 四 交付を求める通数 

 五 被相続⼈を表題部所有者⼜は所有権の登記名義⼈とする不動産があるときは、不動産所

   在事項⼜は不動産番号 

 六 申出の年⽉⽇ 

 七 送付の⽅法により法定相続情報⼀覧図の写しの交付及び第六項の規定による書⾯の返

   却を求めるときは、その旨 

３ 前項の申出書には、申出⼈⼜はその代理⼈が記名押印するとともに、次に掲げる書⾯を添

 付しなければならない。 

 ⼀ 法定相続情報⼀覧図（第１項各号に掲げる情報及び作成の年⽉⽇を記載し、申出⼈が記

   名するとともに、その作成をした申出⼈⼜はその代理⼈が署名し、⼜は記名押印したも

   のに限る。） 

 ⼆ 被相続⼈（代襲相続がある場合には、被代襲者を含む。）の出⽣時からの⼾籍及び除か 

   れた⼾籍の謄本⼜は全部事項証明書 

 三 被相続⼈の最後の住所を証する書⾯ 

 四 第１項第⼆号の相続⼈の⼾籍の謄本、抄本⼜は記載事項証明書 

 五 申出⼈が相続⼈の地位を相続により承継した者であるときは、これを証する書⾯ 

 六 申出書に記載されている申出⼈の⽒名及び住所と同⼀の⽒名及び住所が記載されてい

   る市町村⻑その他の公務員が職務上作成した証明書（当該申出⼈が原本と相違がない旨

   を記載した謄本を含む。） 

 七 代理⼈によって第１項の申出をするときは、当該代理⼈の権限を証する書⾯ 

４ 前項第⼀号の法定相続情報⼀覧図に相続⼈の住所を記載したときは、第２項の申出書には、

 その住所を証する書⾯を添付しなければならない。 

５ 登記官は、第３項第⼆号から第四号までに掲げる書⾯によって法定相続情報の内容を確認

 し、かつ、その内容と法定相続情報⼀覧図に記載された法定相続情報の内容とが合致してい

 ることを確認したときは、法定相続情報⼀覧図の写しを交付するものとする。この場合には、

 申出に係る登記所に保管された法定相続情報⼀覧図の写しである旨の認証⽂を付した上で、

 作成の年⽉⽇及び職⽒名を記載し、職印を押印するものとする。 

６ 登記官は、法定相続情報⼀覧図の写しを交付するときは、第３項第⼆号から第五号まで及

 び第四項に規定する書⾯を返却するものとする。 

７ 前各項の規定（第３項第⼀号から第五号まで及び第四項を除く。）は、第１項の申出をし

 た者がその申出に係る登記所の登記官に対し法定相続情報⼀覧図の写しの再交付の申出を

 する場合について準⽤する。 

 



（法定相続情報⼀覧図の写しの送付の⽅法等） 

第２４８条 法定相続情報⼀覧図の写しの交付及び前条第６項の規定による書⾯の返却は、申

 出⼈の申出により、送付の⽅法によりすることができる。 

２ 前項の送付に要する費⽤は、郵便切⼿⼜は信書便の役務に関する料⾦の⽀払のために使⽤

 することができる証票であって法務⼤⾂が指定するものを提出する⽅法により納付しなけ

 ればならない。 

３ 前項の指定は、告⽰してしなければならない。 

 

附則 

この省令は、平成２９年５⽉２９⽇から施⾏する。__ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ ⼾籍法第 10 条の 2 第 3 項に掲げる者とは、弁護⼠、司法書⼠、⼟地家屋調査⼠、税理⼠、

  社会保険労務⼠、弁理⼠、海事代理⼠及び⾏政書⼠で、各⼠業法の規定を根拠に設⽴され

  る法⼈を含む。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成２９年４⽉１７⽇ 司法書⼠武⽥事務所／京都


